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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 
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判示事項 １ 担保不動産収益執行における担保不動産の収益に係る給付を求める権利の

帰属 

２ 抵当不動産の賃借人が，担保不動産収益執行の開始決定の効力が生じた後

に，抵当権設定登記の前に取得した賃貸人に対する債権を自働債権とし賃料債

権を受働債権とする相殺をもって管理人に対抗することの可否 

裁判要旨 １ 担保不動産収益執行の管理人は担保不動産の収益に係る給付を求める権利

を行使する権限を取得するにとどまり，同権利自体は，担保不動産収益執行の

開始決定の効力が生じた後に弁済期の到来するものであっても，所有者に帰属

する。 

２ 抵当不動産の賃借人は，担保不動産収益執行の開始決定の効力が生じた後

においても，抵当権設定登記の前に取得した賃貸人に対する債権を自働債権と

し賃料債権を受働債権とする相殺をもって管理人に対抗することができる。 

 

全 文 

主    文 

原判決のうち，上告人敗訴部分を破棄する。 

前項の部分につき，被上告人の控訴を棄却する。 

控訴費用及び上告費用は被上告人の負担とする。 

理    由 

上告代理人平出晋一ほかの上告受理申立て理由（ただし，排除されたものを除く。）につい

て 

１ 本件は，建物についての担保不動産収益執行の開始決定に伴い管理人に選任された被上

告人が，上記建物の一部を賃料月額７００万円（ほかに消費税相当額３５万円）で賃借してい

る上告人に対し，平成１８年７月分から平成１９年３月分までの９か月分の賃料合計６３０

０万円及び平成１８年７月分の賃料７００万円に対する遅延損害金の支払を求める事案であ

る。上告人は，上記賃貸借に係る保証金返還債権を自働債権とする相殺の抗弁を主張するなど

して，被上告人の請求を争っている。 

２ 原審の適法に確定した事実関係の概要は，次のとおりである。 

(1) 第１審判決別紙物件目録記載２の建物（以下「本件建物」という。）の過半数の共有持

分を有するＡ株式会社（以下「Ａ」という。）は，平成９年１１月２０日，上告人との間で，

本件建物の１区画を次の約定で上告人に賃貸する契約を締結し，同区画を上告人に引き渡し

た。 

ア 期  間 ２０年間 
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イ 賃  料 月額７００万円（ほかに消費税相当額３５万円） 

毎月末日までに翌月分を支払う。 

ウ 保証金 ３億１５００万円（以下「本件保証金」という。）賃貸開始日から１０年が経過 

した後である１１年目から１０年間にわたり均等に分割して返還する。 

エ 敷  金 １億３５００万円 

上記区画の明渡し時に返還する。 

(2) Ａは，上記契約の締結に際し，上告人から，本件保証金及び敷金として合計４億５００

０万円を受領した。 

(3) Ａは，平成１０年２月２７日，本件建物の他の共有持分権者と共に，Ｂのために，本件

建物につき，債務者をＡ，債権額を５億５０００万円とする抵当権（以下「本件抵当権」とい

う。）を設定し，その旨の登記をした。 

(4) Ａは，平成１１年６月２２日，上告人との間で，Ａが他の債権者から仮差押え，仮処分，

強制執行，競売又は滞納処分による差押えを受けたときは，本件保証金等の返還につき当然に

期限の利益を喪失する旨合意した。 

(5) Ａは，平成１８年２月１４日，本件建物の同社持分につき甲府市から滞納処分による差

押えを受けたことにより，本件保証金の返還につき期限の利益を喪失した。 

(6) 本件建物については，平成１８年５月１９日，本件抵当権に基づく担保不動産収益執行

の開始決定（以下「本件開始決定」という。）があり，被上告人がその管理人に選任され，同

月２３日，本件開始決定に基づく差押えの登記がされ，そのころ，上告人に対する本件開始決

定の送達がされた。 

(7) 上告人は，平成１８年７月から平成１９年２月までの間，毎月末日までに，各翌月分で

ある平成１８年８月分から平成１９年３月分までの８か月分の賃料の一部弁済として各３６

７万５０００円の合計２９４０万円（消費税相当額１４０万円を含む額）を被上告人に支払っ

た（以下，これらの弁済を「本件弁済」と総称する。）。 

(8) 上告人は，Ａに対し，平成１８年７月５日，本件保証金返還残債権２億９２９５万円を

自働債権とし，平成１８年７月分の賃料債権７３５万円（消費税相当額３５万円を含む額）を

受働債権として，対当額で相殺する旨の意思表示をし，さらに，平成１９年４月２日，本件保

証金返還残債権２億８５６０万円を自働債権とし，平成１８年８月分から平成１９年３月分

までの８か月分の賃料残債権各３６７万５０００円の合計２９４０万円（消費税相当額１４

０万円を含む額）を受働債権として，対当額で相殺する旨の意思表示をした（以下，これらの

相殺を「本件相殺」と総称し，その受働債権とされた賃料債権を「本件賃料債権」と総称す

る。）。 

３ 原審は，上記事実関係の下において，次のとおり判断して，平成１８年７月分の賃料７

００万円（以下，いずれも消費税相当額を含まない額である。）及び平成１８年８月分から平

成１９年３月分までの８か月分の賃料の本件弁済後の残額２８００万円の合計３５００万円

並びに平成１８年７月分の賃料７００万円に対する遅延損害金の支払を求める限度で被上告

人の請求を認容した。 

(1) 本件相殺の自働債権とされた本件保証金返還残債権はＡに対するものであるのに対し，

本件開始決定の効力が生じた後に発生した支分債権である本件賃料債権は，その管理収益権

を有する管理人である被上告人に帰属するものであって，民法５０５条１項所定の相殺適状

にあったとはいえないから，本件相殺は効力を生じない。 

(2) 仮にそうでないとしても，本件相殺の意思表示の相手方となるのは本件賃料債権につい
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て管理収益権を有する被上告人のみであり，管理収益権を有しないＡに対する相殺の意思表

示をもって民法５０６条１項所定の相手方に対する意思表示があったとはいえないから，本

件相殺は効力を生じない。 

４ しかしながら，原審の上記判断はいずれも是認することができない。その理由は，次の

とおりである。 

(1) 担保不動産収益執行は，担保不動産から生ずる賃料等の収益を被担保債権の優先弁済に

充てることを目的として設けられた不動産担保権の実行手続の一つであり，執行裁判所が，担

保不動産収益執行の開始決定により担保不動産を差し押さえて所有者から管理収益権を奪

い，これを執行裁判所の選任した管理人にゆだねることをその内容としている（民事執行法１

８８条，９３条１項，９５条１項）。管理人が担保不動産の管理収益権を取得するため，担保

不動産の収益に係る給付の目的物は，所有者ではなく管理人が受領権限を有することになり，

本件のように担保不動産の所有者が賃貸借契約を締結していた場合は，賃借人は，所有者では

なく管理人に対して賃料を支払う義務を負うことになるが（同法１８８条，９３条１項），こ

のような規律がされたのは，担保不動産から生ずる収益を確実に被担保債権の優先弁済に充

てるためであり，管理人に担保不動産の処分権限まで与えるものではない（同法１８８条，９

５条２項）。 

このような担保不動産収益執行の趣旨及び管理人の権限にかんがみると，管理人が取得す

るのは，賃料債権等の担保不動産の収益に係る給付を求める権利（以下「賃料債権等」とい

う。）自体ではなく，その権利を行使する権限にとどまり，賃料債権等は，担保不動産収益執

行の開始決定が効力を生じた後も，所有者に帰属しているものと解するのが相当であり，この

ことは，担保不動産収益執行の開始決定が効力を生じた後に弁済期の到来する賃料債権等に

ついても変わるところはない。 

そうすると，担保不動産収益執行の開始決定の効力が生じた後も，担保不動産の所有者は賃

料債権等を受働債権とする相殺の意思表示を受領する資格を失うものではないというべきで

あるから（最高裁昭和３７年（オ）第７４３号同４０年７月２０日第三小法廷判決・裁判集民

事７９号８９３頁参照），本件において，本件建物の共有持分権者であり賃貸人であるＡは，

本件開始決定の効力が生じた後も，本件賃料債権の債権者として本件相殺の意思表示を受領

する資格を有していたというべきである。 

(2) そこで，次に，抵当権に基づく担保不動産収益執行の開始決定の効力が生じた後におい

て，担保不動産の賃借人が，抵当権設定登記の前に取得した賃貸人に対する債権を自働債権と

し，賃料債権を受働債権とする相殺をもって管理人に対抗することができるかという点につ

いて検討する。被担保債権について不履行があったときは抵当権の効力は担保不動産の収益

に及ぶが，そのことは抵当権設定登記によって公示されていると解される。そうすると，賃借

人が抵当権設定登記の前に取得した賃貸人に対する債権については，賃料債権と相殺するこ

とに対する賃借人の期待が抵当権の効力に優先して保護されるべきであるから（最高裁平成

１１年（受）第１３４５号同１３年３月１３日第三小法廷判決・民集５５巻２号３６３頁参

照），担保不動産の賃借人は，抵当権に基づく担保不動産収益執行の開始決定の効力が生じた

後においても，抵当権設定登記の前に取得した賃貸人に対する債権を自働債権とし，賃料債権

を受働債権とする相殺をもって管理人に対抗することができるというべきである。本件にお

いて，上告人は，Ａに対する本件保証金返還債権を本件抵当権設定登記の前に取得したもので

あり，本件相殺の意思表示がされた時点で自働債権である上告人のＡに対する本件保証金返

還残債権と受働債権であるＡの上告人に対する本件賃料債権は相殺適状にあったものである
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から，上告人は本件相殺をもって管理人である被上告人に対抗することができるというべき

である。 

(3) 以上によれば，被上告人の請求に係る平成１８年７月分から平成１９年３月分までの９

か月分の賃料債権６３００万円は，本件弁済によりその一部が消滅し，その残額３５００万円

は本件相殺により本件保証金返還残債権と対当額で消滅したことになる。 

５ 以上と異なる原審の判断には判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある。論

旨は理由があり，原判決のうち上告人敗訴部分は破棄を免れない。そして，被上告人の請求を

棄却した第１審判決は結論において正当であるから，上記部分につき被上告人の控訴を棄却

することとする。 

よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官 今井功 裁判官 中川了滋 裁判官 古田佑紀 裁判官 竹内行夫） 

 

 

※参考：判例タイムズ 1308 号 120 頁、判例時報 2057 号 16 頁、金融法務事情 1885 号 41 頁、

金融商事判例 1340 号 54 頁、ジュリスト 1398 号 87 頁 


